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受益者から見たる荷為替信用状
取扱いにおける留意点(I)
-1993年信用状統一規則を中心として一一
来住哲
本論題について， 1983年信用状統一規則を中心に，詳しく発表したことが
ある1)が，今回，この規則の改訂が行われ， 1993年信用状統一規則として，
1994年 1月から発効されたので，この改訂を契機として，この問題を再度採
り上げてみたい。なお今回は改訂点を中心に，受益者が信用状を接受した場
合に，どのような点に注意すべきかを，できるだけ簡潔に述べてみたい。
1. 信用状の記載内容と売買契約の記載内容
信用状統一規則第3条が示すように，信用状は売買契約に基づいて発行さ
れ，通知されると，信用状と売買契約は別個の取引として扱われ，銀行は当
該売買契約とはなんの関係もなく，また当該契約によってなんの拘束も受け
ない2)。 また受益者はいかなる場合にも，銀行と銀行との間，または信用状
発行依頼人と信用状発行銀行との間に存在する契約関係すなわち他の契約を
援用することはできない3)。 さらに「信用状取引においては，すべての関係
1)拙稿「荷為替信用状取扱いにおける留意点(I)(II)(III)」関西大学商学論集第34
巻第5号，第35巻第2号および第3号， 1989年12月， 1990年6月および8月刊。
2)荷為替信用状に関する統一規則および慣例〔1993年改訂〕（UniformCustoms 
and Practice for Documentary Credi誌〔1993Revision〕） （一般に信用状統一
規則と呼ばれている）第3条a項。
3)同b項。
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当事者は書類を取扱うものであって，それらの書類が関係する物品，役務，
および／またはその他の行為を取扱うものではない4)」からである。 いわゆ
る信用状の独立抽象性の原則といわれるものである。
したがって受益者は提出した為替手形 (Billof Exchange ; Draft)およ
び船積書類 (ShippingDocuments)が信用状条件に合致していなければ，
たとえ売買契約通りに契約を履行しても，銀行から手形代金の支払いを受け
ることはできないのである。これが信用状取引における厳格一致の原則とい
われるものである。しかしこれに対する批判もある 5)。 もちろん受益者は信
用状による代金支払いを受けることができなくても，売買契約を正当に履行
したものであれば，売買契約に基づき，買主に貨物代金の支払いを請求し，
買主から貨物代金の支払いを受けることができる。しかし理論的や法律的に
はともかく，実際には貨物代金を入手することができない場合や値引きによ
って解決している場合がきわめて多いということに留意すべきである。
しかし受益者が売買契約に違反して履行しても，提出した為替手形および
船積書類が信用状条件に合致しておれば，受益者は銀行から手形代金の支払
いを受けることができるのである。なぜならば銀行は，信用状に記載された
すべての書類が，文面上，信用状条件を充足しているかどうかを相応の注意
をもって点検する義務はあるが，それはあくまでも受益者が提出した為替手
形や船積書類などが信用状条件と文面上合致しているかどうか，また書類間
相互に文面上矛盾がないかどうかを外観上また文言上点検・確認をすればよ
いのであって，書類の真正さ，偽造または法的効力，および書類に記載の物
品の記述や数量などについてはなんの義務も責任もない6)からである。要す
るに信用状条件と書類が文面上合致しておればよいのである。しかし受益者
は信用状による支払いを受けることができても，売買契約違反として買主か
ら損害賠償請求を受けることになるであろう。
4)信用状統一規則第4条。
5)新堀聡著「貿易取引入門J1992年， 281-283頁。
6)信用状統一規則第13条a項，第15条および第4条。
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したがって受益者は信用状の記載内容と売買契約の記載内容が合致してい
るかどうかを点検すべきであり，信用状条件の違反にも，また売買契約の違
反にもならないよう注意すべきである”。
2. 信用状の記載内容の矛盾
信用状の記載内容に矛盾があれば，信用状に基づいて作成される為替手形
や船積書類も当然矛盾したものとなる。信用状統一規則も「文面上，相互に
矛盾しているとみられる書類は，文面上，信用状条件を充足していないもの
とみなされる 8)」と規定しているから，受益者は信用状の記載内容に矛盾が
ないかを点検し，もし矛盾があればそれを訂正しておかなければ，書類はデ
ィスクレ (discrepancy)となり， 代金回収に支障をきたすことになる。た
とえば信用状に貨物の単価と数量が明記され，その合計金額が信用状金額を
上廻っており， しかも数量や金額（単価および総額）の過不足および分割積
み (partialshipment ; instalment shipment)が認められていない場合
などがその例である。
3. 信用状発行銀行の信頼度
信用状は発行銀行の売主に対する支払保証状であるから，国際的に信用が
あり，外国為替業務に精通している銀行が発行したものであることが望まし
い。なぜならば信用状発行銀行の信頼度が低くければ，銀行は手形買取りを
行わず，代金取立てにするか，または物的担保を徴収したり，輸出手形保険
の付保を要求したりなどして手形の買取りに応ずることになるであろう。さ
7) 1983年統一規則も1993年統一規則も同様の規定をとっているので，事例について
は拙稿「売買契約と信用状との関係〔貿易取引をめぐるトラブルの事例研究(3)〕」
]CAジャーナル第32巻第6号， 1986年6月刊を参照されたい。
8)信用状統一規則第13条a項。
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らに発行銀行が倒産することになれば，信用状の効果は全く失われてしまう
からである9)。 したがって受益者は信用状を接受したならば，発行銀行は信
頼できるかどうかを確めるべきである。
なお受益者が接受した信用状のなかには，信頼度の低い銀行が発行したも
のや，信頼度は必ずしも低いといえないが，銀行以外の金融機関や貿易補助
機関が発行したものもあり 10りまたごく稀ではあるが，偽の信用状である場
合もある。したがって受益者は信用状を接受したならば，発行銀行は信頼で
きるか，信用状は真正なものであるか，署名は間違いないかを確かめるべき
である。
さらに相手国の政治・経済情勢はどうなっているか，いわゆるカントリ・
リスクのことについても注意を払う必要がある。
4. 取消不能信用状
取消不能信用状 (IrrevocableCredit; Credit irrevocable) とは発行銀
行がいったん信用状を発行し，受益者に通知したならば，発行銀行，確認銀
行（もしあれば）， および受益者の同意がなければ， 有効期限内に一方的に
信用状の条件変更をされたり，信用状を取り消されたりすることのない信用
状をいう 11)。この信用状では，通常，信用状に明記された書類が指定銀行ま
たは発行銀行に呈示され，そしてそれが信用状条件に合致しているならば，
発行銀行が手形の支払い，引受けを行うことを確約している 12)。したがって
受益者が信用状条件に合致した為替手形および船積書類を差し出せば，間違
いなく代金の支払いを受けることができるから，受益者は有利である。しか
9)拙稿「信用状発行銀行の倒産〔貿易取引をめぐるトラブルの事例研究(3)〕JCA
ジャーナル第32巻第6号， 1986年6月刊を参照されたい。
10)拙稿「荷為替信用状取扱いにおける留意点(I)」関西大学商学論集第34巻第5
号， 1989年刊， 5頁注(11)。
11)信用状統一規則第9条d項i。UCC5-106条2項。
12)信用状統一規則第9条a項。
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し信用状統一規則を採択していない国の銀行から，取消不能であるが，支払
確約はしていないとして支払いを拒絶されたことがあるので，支払確約文言
が信用状に記載されているかを確認しておく必要がある。しかしながら信用
状統一規則を採択している国の銀行から接受した取消不能信用状の場合に
は，支払確約文言が記載されていなくても，信用状統一規則適用文言たとえ
ば Wehereby issue the irrevocable Documentary Credit in your 
favour. It is subject to the Uniform Customs and Practice for 
Documentary Credits (1993 Revision, International Chamber of 
Commerce, Paris, France, Publication No. 500)が記載されているなら
ば，発行銀行が支払確約をしていることになる13)ので差し支えない。
なお取消不能信用状であっても，輸入国や決済地が戦争になったり，輸入
国の政府が支払停止をしたり，約定品が輸入国の検査基準に合致していなか
ったり，また買主の不注意または故意で信用状条件に矛盾があるため，船積
みできないなど，支払いが確保されない場合もあるので，注意しなければな
らない。
また信用状統一規則では信用状に取消不能 (irrevocable) または取消可
能 (revocable)が明示されることになっている14)が， そのような明示がな
い場合は，信用状は取消不能のものとみなされる15)とされ， 1983年統一規則
の規定16)とは全く異なった反対の規定がなされている。また米国統一商法典
(UCC)第5編信用状では， これに関する規定はないが， 判例では信用状
に異なる規定のないかぎり，またフロリダ州や）レイジアナ州では，信用状に
このような明示を欠くときは取消不能なものと推定する”)とのことである。
最後に取消不能信用状の条件変更（および取消し）については，受益者が
13)同上。
14)信用状統一規則第6条b項。 UCC5-103条第1項(a)。
15)同第6条c項。
16)旧規則では「そのような明示がない場合は，その信用状は取消可能とみなされる
（第7条c項）」と規定されている。
17)東京銀行編『貿易と信用状」昭和62年， 101~102頁。
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条件変更についての承諾を， 条件変更を通知してきた銀行に伝達するまで
は，原信用状の条件は受益者にとって有効である。したがって受益者は条件
変更を承諾するか，または拒否するかを通告すべきである 18)0 
いずれにしても接受した信用状が取消不能でなければその効果はきわめて
うすいので，信用状が取消不能かどうかを精査すべきである。
5. 確認信用状
確認信用状 (ConfirmedCredit ; Credit confirme)とは発行銀行以外
の銀行（おおむね通知銀行）が，発行銀行の授権または依頼に基づいて，信
用状に明記された書類が呈示され，かつそれが信用状条件に合致している場
合には，支払い，引受けまたは償還義務を免除して買取りを行うことを確約
した信用状をいう 19)。この信用状は取消不能信用状を確認（支払確約）した
ものであるから，受益者は発行銀行による支払確約と確認銀行による支払確
約すなわち複数の支払確約をもったことになり，きわめて有利である。なぜ
ならば確認信用状では発行銀行による支払確約に加えて， 確認銀行 (Con-
firming Bank)が，発行銀行が破産または支払拒絶した場合でも， 発行銀
行と別個に手形の引受け・支払い・買取りを行う義務があるからである。
なお1993年信用状統一規則では，確認銀行は発行銀行と同じような業務を
遂行することが課せられており 20)，従来にくらべて責任が重くなったといえ
る。
しかし信用状が無確認であるといっても，それは受益者にとって必ずしも
不利とはいえず，問題はむしろ前述の取消不能信用状か取消可能信用状にあ
る。取消不能無確認信用状 (Irrevocableand Unconfirmed Credit)であ
18)信用状統一規則第9条d項 ii。
19)同b項。
20)確認銀行の補償義務（同第14条a項）および書類のみに基づく信用状条件充当の
書類かどうかの判断義務（同条b項）などがある。
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れば，発行銀行の支払保証があるため，受益者は特に不利ではなく，むしろ
これが現行の信用状の常態である。ただ取消不能確認信用状 (Irrevocable
and Confirmed Credit)の方が複数保証があるので，受益者は取消不能信
用状よりはもっと有利になるということである 21)。
6. 提出書類
荷為替信用状には，為替手形に添付してどのような書類を提出すべきかが
明記されており，その記載事項は信用状に基づいて振り出された荷為替手形
に対して強い拘束力をもっている。信用状取引では受益者が支払い， 引受
け，買取りを受けるためには，信用状条件に合致した書類を作成し提供しな
ければならないから， 受益者は買主はどのような書類の提供を求めている
か，それらの書類の内容に問題はないか，またそれらは提供可能な書類であ
るかなどについて綿密に点検しなければならない。
1)商業送り状 (CommercialInvoice) 
信用状に為替手形の添付書類として，通常， “Signedcommercial invoice 
in triplicate"または “Commercialinvoice in triplicate"と記載されて
いることが多いが， 時には商業送り状に注文書番号 (OrderNumber)や
売買契約書番号 (ContractNumber)また輸入許可番号 (ImportLicence 
Number)などの記載を求めている場合もある。
商業送り状 (CommercialInvoice)は売主（受益者）が買主あてに売買
契約を正当に履行したことを証明するために作成する約定品の出荷案内書で
あり，約定品の明細書であり，価格計算書であり，代金請求書を兼ねるもの
であって，輸入国では荷受けおよび通関の際に仕入書として使用される重要
21)詳細は拙稿「確認信用状についての再検討」関西大学商学論集第3巻第1号，
1958年刊および拙稿「荷為替信用状取扱いにおける留意点(I)」関西大学商学論集
第34巻第5号， 1989年刊， 12-16頁を参照されたい。
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な書類である。したがって日本国内で一般に使用されている送り状（出荷案
内書）にくらべて，その意味ははるかに広い。商業送り状には，通常，送り
状の作成地と作成年月日，送り状番号，買主の商号と住所，売買契約書番号
または注文書番号，船積港および国名，仕向地および国名，積載船名，荷印
および荷番号，積送品の明細（品名，内容明細， 数量， 梱包数など），単価
および総額，重量および容積，その他の事項が記載され，通常，受益者（荷
送人）によって署名される。しかしながら1993年の信用状統一規則では，商
業送り状の作成作業の効率化をはかるために，署名される必要はないという
規定が新しく設けられている22)。
信用状取引では，商業送り状は信用状条件に合致して作成しなければなら
ないから，受益者は商業送り状の作成にあたっては，信用状統一規則の規定
に留意する必要がある。
(1)商業送り状は，信用状にほかに異なる定めのないかぎり，信用状に記載
された受益者が発行し， かつまた発行依頼人あてに作成しなければならな
ぃ23)。ただし第48条に定める場合を除くとしている。このことは譲渡信用状
の場合には，商業送り状は第二の受益者によって発行されなければならない
こと，また第一受益者（原受益者）が発行依頼人になっているときは第一受
益者あてに作成しなければならないことを意味する24)。通常，買主が信用状
発行依頼人になるが，ときには買主以外の者が発行依頼人になることもある
ので注意を要する25)。また前述したように，商業送り状は署名される必要は
ない26)とされているが， 荷為替決済における商業送り状の重要性を考える
と，商業送り状には発行者の署名は必要であり，この規定が設けられた理由
22)信用状統一規則第37条a項 ii。高安昭之助著『新・信用状統一規則」 Q&A-
1993年改訂版の内容と実務上の留意点」平成5年， 149頁。
23)同第37条a項 ii。
24)高安昭之助著，前掲書， 149頁。
25)詳細は拙稿「荷為替信用状取扱いにおける留意点（皿）」関西大学商学論集第35巻
第3号， 1990年刊， 7-8頁を参照されたい。
26)信用状統一規則第37条a項 ii。
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は不明確で，納得がいかない。
(2)信用状にほかに異なる定めのないかぎり，銀行は，信用状が許容する金
額を超えた金額で発行された商業送り状を拒絶することができる27)とされて
いるから，受益者は信用状金額を超えた金額で商業送り状を作成してはなら
ない。ただし信用状金額の前に about,approx．などの概数表示語が付加さ
れている場合には， 10彩の過不足 (moreor less)が認められている。
(3)商業送り状の物品の記述は，信用状の記述と一致していなければならな
ぃ28)。ここにいう物品の記述は，商品名だけでなく，その商品に関する記載
事項（内容表示）をも含むものである。なお信用状に商品名だけでなく，不
明確な補足的文言が記載されていることがあり，そのため受益者は荷為替取
組に支障をきたすこともあるので注意を要する29)0 
2)運送書類
信用状には，通常， OceanBill of Lading, Multimodal Transport 
Documentまたは AirWaybillのように記載され，運送書類の提供が求め
られている。
運送書類 (TransportDocuments)とは物品の運送を証する書類で，1983
年信用状統一規則では，物品の本船への積込み，郵便による発送または運送
のための運送人による受取りを証する書類をいい，具体的には海上船荷証券
（同26条），郵便小包受取書もしくは郵送証明書（同30条）およびそれ以外の
運送書類（同25条）にわけて規定されていたが， 1993年信用状統一規則では，
海上船荷証券（同23条），海上運送状（同24条），用船契約船荷証券（同25条），
複合運送書類（同26条），航空運送書類（同27条），道路，鉄道または内陸水
路の運送書類（同28条）およびクーリ工業者および郵便小包の受領書（同29
条）の 8形態にわけてそれぞれに適用されるべき詳細な規定がなされたため，
27)同条b項。
28)同条c項。
29)詳細は拙稿「荷為替信用状取扱いにおける留意点(Il)」4-5,8-9頁を参照。
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信用状におけるその記載内容は従来と異なることも多いであろうから，この
点に留意して取り扱う必要があろう。なおこれらの規定は詳し過ぎて，実際
取引においては混乱が生ずることも多く，次回の改訂に際してはもっと簡略
化し，実際的運用は実務家に任せた方が円滑にいくのではなかろうか。
(1) 海上船荷証券
海上船荷証券 (MarineB/L ; Ocean B/L)とは物品が記載船舶に積み
込まれたか，または船積みされたことを示している船荷証券をいう。
信用状統一規則では，信用状が port-to-portshipmentを表す船荷証券
を要求している場合に，呈示される船荷証券の受理要件を定めている30)0 
まずa項では，①信用状にほかに異なる定めのないかぎり，どのような名
称のものであっても，運送人名が表示され，かつ運送人もしくは運送人の指
定代理人，または船長もしくは船長の指定代理人により署名され，またはそ
の他の方法で認証されたとみられるもの，③物品が記載船舶へ積込まれたこ
とまたは船積みされたことを示しているもの，③信用状に定められた船積港
および陸揚港を示しているもの，④原本 (Original) 1通，または 2通以上
で発行されている場合は全通からなるもの，⑥運送約款の全部またはその一
部を示しているもの，⑥用船契約に従う旨の表示および／または帆のみで運
航される旨の表示のないもの，Rその他すべての点において，信用状条件を
充足しているものの 7要件をあげている。
なお運送書類の規定が詳細にわたっているため，船荷証券の署名者および
船積追記 (onboard notation)について実務上問題が生じており， 日本の
銀行が荷為替手形（ここでは船荷証券）の買取りを拒否し，荷主が船会社に
船荷証券の記載事項の訂正を要求するトラプルが続出している31)。確かに署
30)信用状統一規則第23条。
31)新堀聡稿「ユーザーの立場から見た1993年版信用状統一規則 (UCP500)の考
察(4)」JCAジャーナル第41巻第5号， 1994年5月刊， 27-30頁。高安昭之助著，
前掲書， 133-135頁。椿弘次稿「海上運送書類における署名と運送人の表示」日本
貿易学会年報第32号， 1995年， 94-98頁。
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名者が運送人の場合はよいが，船長またはその代理人になると，問題が生ず
るであろう。
また同条b項では積替え (Transhipment)とは信用状に定められた船積
港から陸揚港までの海上運送航程中における，ある船舶から他の船舶への荷
卸し，再積込みを意味すると規定し， C項で積替えが信用状条件により禁じ
られていないかぎり，積替えられる旨を示している船荷証券を受理すると規
定している。
(2) 海上貨物運送状
海上貨物運送状 (SeaWaybill)は海上運送状ともいわれ，船会社が発行
する単なる貨物受取証であり，有価証券ではなく，記名式で非流通性(non-
negotiable)のものである。この運送状は原則として荷為替取組に用いられ
ないが，荷受人を信用状発行銀行や取立銀行などにすることによって安全を
はかることができる。したがってこの運送状は通常，本支店間取引や代金決
済を伴わない取引および前払いによる取引などの場合に用いられる。しかし
信用状統一規則では，信用状が port-to-portshipmentを表す流通性のな
い海上運送状 (non-negotiablesea waybill)を要求している場合は，銀
行は，信用状にほかに異なる定めのないかぎり，海上船荷証券のところで述
べたのと同じように， 7つの要件を備えている書類を受理する32)としてい
る。しかしこの運送状に物品が記載船舶へ積み込まれたことまたは船積みさ
れたことの記載を求めることは，この運送状が本船が船積書類の到着より早
く着く場合に便宜であるという理由から生れたものであることを考えると，
買主や銀行の安全性は増大させているとはいえ，釈然としない規定である。
またこの運送状は①海上運送状の提出なしで物品の引渡しができるので，
保証渡しに伴うトラプルがないこと，②紛失した場合に煩雑な手続がないこ
となどの利点はあるが，反面①権利証券ではないので，航海中に証券を移転
することによって物品を転売することはできないし， また担保力がないこ
32)信用状統一規則第24条a項。
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と，②荷送人は目的地に物品が到着して， 荷受人が引渡しを請求する時ま
で，自由に荷受人を変更できるなどの欠点がある33)ので，今のところ普及率
は低い。
なお海上貨物運送状については，航空貨物運送状がワルソ一条約の適用を
受けるのに対し，適用を受ける条約は今のところ存在しない。しかし万国海
法会が1990年に「海上運送状に関するCMI統一規則」という自主ルールを
制定しており，通常，この運送状には「海上運送状に関するCMI規則に準
拠する」旨の文言が記載されていることを申し添えておこう。
(3) 用船契約船荷証券
用船契約船荷証券 (CharterParty BIL)とは用船契約に基づいて貨物
が船積みされたときに発行される船荷証券をいう。この船荷証券には通常，
「運賃その他の条件はすべて用船契約による(Freightand al other condi-
tions as per charter party)」などの文言が記載されており， 用船契約の
記載事項が同時に船荷証券の所持人も拘束できるように配慮されている。し
たがって船荷証券面だけでは，契約の内容が不明確であるため，銀行は用船
契約そのものについて満足しないかぎり，この船荷証券を正式な担保物件と
はみなさず，受理しないのが通例である。
しかし信用状統一規則では，信用状が用船契約船荷証券を要求または許容
している場合は，銀行は信用状にほかに異なる定めのないかぎり，用船契約
に従う旨の表示があり，船長もしくは船長の指定代理人または船主もしくは
船主の指定代理人による署名またはその他の方法による認証があり，また記
載船舶への積込みの表示などのある用船契約船荷証券は受理される34)と規定
している。
33)新堀聡稿「ユーザーの立場から見た1993年版信用状統一規則 (UCP500)の考
察(5)」JCAジャー ナル第41巻第6号， 1994年6月刊， 21-24頁。
34)信用状統一規則第2隣と。
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(4) 複合運送書類
陸海，海陸，陸海空など二つ以上の異種の運送手段を組み合わせて，出発
地点から到着地点まで一貫して行われる運送を複合運送といい，この複合運
送を表す運送書類を複合運送書類 (MultimodalTransport Document35l) 
という。信用状統一規則では，信用状が複合運送を表す運送書類を要求して
いる場合，銀行は，信用状にほかに異なる定めのないかぎり，どのような名
称のものであろうとも，運送人名または複合運送人 (MultimodalTrans-
port Operator)名が表示され， 運送人もしくは複合運送人またはそれらの
指定代理人，または船長もしくはその指定代理人により署名され，またはそ
の他の方法で認証され，物品の発送，受取りまたは積込みが表示され，船積
港，積込空港もしくは信用状に定められた受取地，および陸揚港，荷卸空港
もしくは信用状に定められた最終仕向地を示し，原本 1通のみまたは複数で
発行されているときはその全通からなるものなど一定の要件を具備している
ならば，その複合運送書類は受理する 36)としている。
(5) 航空運送書類
航空運送書類 (AirTransport Document)とは貨物を航空機で運送する
ときに発行される貨物受取証をいい，通常，航空貨物運送状 (AirWaybill) 
が発行されている。航空貨物運送状とは貨物を航空機で運送するために，航
空会社が貨物を受け取ったときに発行する受取証をいい，航空運送状とも，
航空積荷受取証ともいわれている。
航空貨物運送状は船荷証券と異なって， 単なる貨物運送状であり， 有価
証券ではなく， また受取式で， 原則として記名式であり， 非流通性 (non-
negotiable)のものである37)。航空貨物運送状は貨物が航空機に搭載される
35)一般に CombinedTransport Documentという言葉が用いられていたが，
1993年信用状統一規則では MultimodalTransport Documentが用いられた。
36)信用状統一規則第26条a項。
37)詳細については拙稿「AirWaybillについての一考察」関西大学商学論集第32
巻第3• 4 • 5号，昭和61年1月刊， 221-225頁を参照されたい。
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前に発行されるから， 信用状発行依頼人や銀行にとって不利であるが， 反
面，この運送状は記名式で発行されるから，受益者にとって不利である。し
たがってこの運送状は船荷証券に代えて提供できないが，現行の貿易取引で
は信用状発行銀行または取立銀行を荷受人として担保権を留保し，代金決済
を行っている。特に必要な場合は信用状発行依頼人（通常，買主）としても
よい。しかし信用状なしの取引の場合は荷受人を買主とすると，輸出手形保
険はかからない。
信用状統一規則では，信用状が航空運送書類を要求している場合は，銀行
はほかに異なる定めのないかぎり，どのような名称のものでも，連送人名を
表示し，運送人または運送人の指定代理人によって署名または認証され，物
品が運送のために受領され，信用状に定められた出発空港および仕向＜先＞
空港を表示し，荷送人用原本 (1通）であるとみられるものなど一定の要件
を具備している書類は受理する38)としている。
しかし航空貨物運送状の性格からみて，受益者は慎重に取り扱う必要があ
る。
なお信用状が(6)道路，鉄道または内陸水路の運送書類 (Road,Rail or 
Inland Waterway Transport Documents), (7)クーリ工業者または宅
配便業者の物品受取書 (CourierReceipt) および郵便小包受領書 (Post
Receipt)を要求している場合の受理要件などについては， 信用状統一規則
に規定されている 39)。
38)信用状統一規則第27条a項。
39)同第28条および第29条。
